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1. 個別施設計画の背景と目的 

(1) 計画策定の背景 

平成 20 年（2008 年）から全国的に始まった人口減少が今後、加速度的に進むと予測さ

れていく中で、小城市は今後、若者の流出や少子高齢化による人口減少が進展していきます。

そのような中、小城市が所有する多くの公共施設等で更新時期を迎えます。これについては、

全国の地方公共団体でも同様の課題を抱えており、平成 25 年 11 月にはインフラ老朽化対

策の推進に関する関係省庁連絡会議において「インフラ長寿命化基本計画」が示されました。

また、平成 26 年４月には地方公共団体に対し、各地方公共団体が所有する公共施設等の全

体状況を把握し、地方公共団体を取り巻く現況及び将来の見通しを分析し、これらを踏まえ

た公共施設等の管理の基本的な方針を定めた「公共施設等総合管理計画」の策定を行うよう、

総務省より要請されました。 

小城市においても、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点を持った施設の更新・長寿

命化・統廃合などを計画的に行うことにより、公共施設等の適正配置と将来の財政負担の軽

減や平準化を図るために、平成 29 年 3 月に『小城市公共施設等総合管理計画（以下、「総

合管理計画」という。）』を策定しました。 

小城市の学校教育施設の個別施設計画は、公共施設等の最適な配置を実現するための各種

方針を策定するため、インフラを含めた公共施設等の全体状況を把握し策定した総合管理計

画に基づいて令和 4 年 3 月に作成しました。 

また、本市の学校施設は小学校 7 校、中学校 3 校、小中一貫校 1 校の計 11 施設です。

建物は昭和 60 年前後と平成 20 年前後に集中して建設され、築 30 年以上が約 5 割となっ

ており、今後、大規模改修や改築等に多額の費用が必要となります。 

少子高齢化の進行による社会保障費の増加や税収の減少等、財政状況が厳しくなる中、

学校施設の整備を集中的に行うことは、市の財政運営に大きな影響を与えます。また、児

童・生徒数の減少への対応等も含め、適正かつ計画的な施設整備が喫緊の課題です。 

 

(2) 計画の目的 

本市は、平成 29 年 3 月に「小城市公共施設等総合管理計画」を策定し、将来的な公共施

設等の整備の方向性を定めました。 

本計画は、「小城市公共施設等総合管理計画」の個別施設計画として位置づけ、学校施設

の長寿命化改修や改築等の事業スケジュールを策定することで、施設整備に要するトータ

ルコストの軽減、予算の平準化を図りながら、児童・生徒が安全に施設利用できる教育環

境の充実を図ることを目的とします。 

 

(3) 計画の位置づけ 

小城市の学校施設は、「第 2 次小城市総合計画」や「第 3 次小城市教育振興基本計画」、

「第 2 次小城市学校施設整備計画」、「小城市公共施設等総合管理計画」等の計画に基づき

整備を行ってきました。今後、安心安全な施設整備を限られた予算で行うには建替えだけ

ではなく既存施設の長寿命化改修が特に重要となります。 
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今回の見直しで、より詳細

な学校施設の調査、分析、検

討を行い、個別施設計画(学

校教育施設)を充足しました。 

また、「第 2 次小城市学校

施設整備計画」は個別施設計

画と統合を行います。 

 

 

 

 

 

(4) 計画期間 

総合管理計画は、平成 29 年（2017 年）度から令和 48 年度（2066 年度）までの 50 年間

の将来予測推計に基づき、今後 25 年間の方向性を策定してます。 

今回の見直しによる個別施設計画期間は、令和 7 年度から令和 17 年度までの 11 年間と

し、上位計画や関連法規等の更新時には、必要に応じて計画内容の見直しを行います。 

また、総合管理計画では、25 年間で小城市が保有する建築物の全床面積を 5％削減するこ

ととしていますので、学校教育施設の個別施設計画についても、その目標と整合を図りなが

ら進めていきます。 
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12年度

令和
13年度
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14年度

令和
15年度

令和
16年度

令和
17年度

小城市公共施設等総合管理計画

小城市学校施設整備

計画（第2次）

小城市個別施設計画.

学校教育施設

第2次小城市総合計画 第3次小城市総合計画

後期基本計画 前期基本計画 後期基本計画

第3次
小城市教育振興基本計画

第4次小城市教育振興基本計画 第5次小城市教育振興基本計画

小城市個別施設計画 学校教育施設

（R7～R17）

小城市個別施設計画
学校教育施設

（令和4年3月）

第2次小城市総合計画　後期基本計画
（令和3年12月）

第3次小城市
教育振興基本計画
（令和4年3月）

小城市公共施設等
総合管理計画

（平成29年3月）

小城市学校施設
整備計画（第2次）
（平成26年1月）

個別施設計画と統合
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(5) 対象施設 

本計画における対象施設は、市内の小・中学校 11 施設、その他 2 施設とします。 

 

 

  

桜岡小学校 校舎・体育館 小城町166番地 5,310 4

三里小学校 校舎・体育館 小城町栗原1256番地 3,440 2

晴田小学校 校舎・体育館 小城町畑田2099番地 5,377 3

岩松小学校 校舎・体育館 小城町岩蔵1941番地 4,959 4

三日月小学校 校舎・体育館 三日月町長神田1680番地 9,019 5

牛津小学校 校舎・体育館 牛津町柿樋瀬922番地 6,218 7

砥川小学校 校舎・体育館 牛津町上砥川1405番地 4,080 3

小城中学校 校舎・体育館・武道場 小城町松尾4104番地 12,108 3

三日月中学校 校舎・体育館・武道場 三日月町長神田1650番地 6,191 7

牛津中学校 校舎・体育館 牛津町牛津549番地 11,134 6

小中一貫校 芦刈観瀾校 校舎・体育館 芦刈町三王崎14番地 13,803 8

小城市学校給食センター 給食調理室 三日月町長神田2604番地1 2,900 1

芦刈学校給食センター 給食調理室 芦刈町三王崎14番地 476 1

資料：令和4年度小城市学校施設台帳

※延床面積200㎡以上の建物（主施設は200㎡以下の建物も対象）
※三日月小学校：Ｈ18年度　校舎②（教室・管理棟）を増築
※牛津小学校：Ｈ29年度　大規模改造
※小城市学校給食センター：R5年度　改築・統合

所在地
延床面積
（㎡）

対象
棟数

小学校

中学校

主な施設

その他

区分 施設名
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2. 学校施設の目的と目指すべき姿 

本市の小・中学校については、個人の能力を伸ばし社会で自立的に生きる基礎を培い社会

人として必要な資質を養う教育を行うことを目的としています。 

給食センターについては、学校における「食育」の観点から展開する教育の分野であり、

子どもたちの健全な発育に必要な食事を提供することを目的としています。 

また、「第 3 次小城市教育振興基本計画」において、「学ぶ力を育むための環境整備」を基

本方針に掲げ、学校、家庭、地域社会と連携を密にし、学校教育を進めるとしています。 

その方針を踏まえ、本計画における学校施設の目指すべき姿を定めます。 

 

 安全・快適な学校施設 

教育の場として、安全性や防犯性に配慮した施設整備を進めます。また、質の高い教育

を支える教育環境の維持に努めます。 

 

○ 安全・安心な環境（建物の老朽化対策等） 

○ 災害に強い環境（非構造部材の耐震化等） 

○ ICT 環境の維持（PC、大型掲示装置、インターネット、LAN 等） 

 

 

 生活空間が充実した学校施設 

児童・生徒の生活の場として、生活様式の変化や多様化、環境負荷等に対応した施設整

備を図ります。 

 

○ バリアフリー化（段差の解消、多目的トイレの整備、エレベータの整備等） 

○ 衛生面への配慮（トイレの洋式化、手洗いの自動水洗化等） 

○ カーボンニュートラル実現（太陽光発電、省エネ・創エネ、木質化等） 

 

 

 地域コミュニティとして活用される学校施設 

地域のコミュニティの場として活用されるよう、地域に開かれた施設整備や、災害時の

避難所としての機能の充実を図ります。 

 

○ 放課後の児童の生活拠点（余裕教室等の活用等） 

○ 地域の拠点化（まちづくり協議会等） 

○ 避難所機能の充実（多目的トイレの整備、バリアフリー化、非構造部材の耐震化等） 
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3. 学校施設の実態 

(1) 小城市の状況 

ア 小城市の概況 

本市は、佐賀県のほぼ中央に位置し、北と東は佐賀市、西は多久市と江北町、南は白石町

に接しており、佐賀市の中心部まで約 10km、福岡市まで約 70km の距離にあります。 

総面積は、95.81k ㎡で、佐賀県 20 市町のうち 10 番目の大きさです。 

地勢は、北部に天山山系の山々が連なり、中央部に広大で肥沃な佐賀平野が開けていま

す。南部には農業用用排水路のクリーク地帯が縦横に広がり、日本一の干潟を有する有明

海に面しています。天山山系に源を発し流れ下る祇園川、晴気川、牛津川は肥沃な佐賀平

野を潤し、嘉瀬川及び六角川に合流して有明海へと注いでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：佐賀県ホームページ 
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イ 人口・世帯数の推移 

本市の人口は、平成 17 年をピークに減少に転じ以降、緩やかな減少傾向を示していま

す。世帯数は増加傾向にあるものの、世帯当たり人員は減少傾向を示しており、核家族化

の進行が伺えます。 

令和 2 年の国勢調査では、本市の人口は 43,952 人、世帯数は 15,907 世帯、1 世帯当た

り人員は 2.76 人となっています。 

 

表 人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 人口・世帯数の推移 

単位：世帯、人

小城市 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

人　口 40,283 43,491 45,375 45,852 45,133 44,259 43,952

世帯数 10,603 11,903 13,195 13,914 14,305 14,769 15,907

1世帯当人員 3.80 3.65 3.44 3.30 3.16 3.00 2.76

40,283 
43,491 45,375 45,852 45,133 44,259 43,952 

10,603 11,903 13,195 13,914 14,305 14,769 15,907 

3.80 
3.65 

3.44 
3.30 

3.16 
3.00 

2.76 

0.00
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3.00

4.50

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

人 口 世帯数 1世帯当人員

（人、世帯） （人/世帯）

資料：国勢調査（合併前は、旧小城町・旧三日月町・旧牛津町・旧芦刈町を合算） 
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ウ 年齢別人口の推移 

15 歳未満人口は、平成 2 年の 8,413 人から令和 2 年の 6,124 人へと減少し、人口に占め

る比率も 1 割半ばとなっています。一方、65 歳以上人口は、平成 2 年の 6,288 人から令和

2 年の 12,599 人へと増加し、3 割弱の人口比率となっています。 

65 歳以上人口の割合は年々増加し、平成 12 年時点で 15 歳未満人口の割合を上回って

おり、少子高齢化が進行しています。 

令和 2 年の年齢別人口の割合を佐賀県と比較すると、15 歳未満人口と 15～64 歳人口は

県を上回り、65 歳以上人口は下回っています。 

 

表 年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100%とはならない。 

図 年齢別人口の推移 

資料：国勢調査（合併前は、旧小城町・旧三日月町・旧牛津町・旧芦刈町を合算） 

単位：人

小城市 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年
R2年度

佐賀県全体

15歳未満 8,413 8,663 8,356 7,663 7,128 6,553 6,124 108,241

15～64歳 25,565 27,158 28,304 28,494 27,813 26,194 24,623 443,579

65歳以上 6,288 7,670 8,715 9,605 10,169 11,387 12,599 246,061

20.9 

19.9 

18.4 

16.7 

15.8 
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13.6 
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62.3 

61.7 

59.4 
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19.2 

21.0 
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25.8 
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30.8 
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平成22年

平成27年

令和2年

R2年度

佐賀県全体

15歳未満 15～64歳 65歳以上
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エ 将来推計人口 

「小城市人口ビジョン」において、本市の将来人口の試算を行っています。 

人口減少に歯止めをかけ、地域の活力を維持するための施策を行ったうえで、2060 年の

人口は 36,742 人に減少する推計結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 将来推計人口 

資料：小城市人口ビジョン 
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オ 地域別人口・世帯数の推移 

人口の推移を校区別にみると、桜岡校区と三日月校区は増加傾向ですが、それ以外の校

区は減少傾向です。全体の減少率は約 6％で、最も大きいのは「三里校区」の 30％です。 

世帯数の推移は、三里校区以外増加傾向で、全体で 21％増加しています。 

 

 

表 校区別人口・世帯数の推移 

  

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100%とはならない。 

資料：小城市住民基本台帳 

単位：人、世帯

平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和5年 増加/減少率

実数 8,107 8,100 7,961 8,118 8,147 40

比率 17.2% 17.4% 17.4% 18.0% 18.1% 0.5%

実数 2,781 2,856 2,998 3,292 3,354 573

比率 19.5% 19.1% 19.0% 19.5% 19.9% 20.6%

実数 4,126 3,943 3,636 3,514 3,453 ▲ 673

比率 8.8% 8.5% 7.9% 7.8% 7.7% -16.3%

実数 1,298 1,305 1,284 1,348 1,383 85

比率 9.1% 8.7% 8.2% 8.0% 8.2% 6.5%

実数 6,353 6,156 6,096 5,911 5,752 ▲ 601

比率 13.5% 13.2% 13.3% 13.1% 12.8% -9.5%

実数 1,933 2,009 2,135 2,253 2,300 367

比率 13.6% 13.5% 13.6% 13.4% 13.6% 19.0%

実数 1,709 1,609 1,457 1,306 1,192 ▲ 517

比率 3.6% 3.5% 3.2% 2.9% 2.6% -30.3%

実数 461 462 467 452 443 ▲ 18

比率 3.2% 3.1% 3.0% 2.7% 2.6% -3.9%

実数 9,783 10,486 10,876 11,037 10,915 1,132

比率 20.8% 22.6% 23.7% 24.5% 24.2% 11.6%

実数 2,789 3,204 3,527 3,882 4,034 1,245

比率 19.6% 21.5% 22.4% 23.0% 23.9% 44.6%

実数 7,882 7,676 7,671 7,566 7,482 ▲ 400

比率 16.8% 16.5% 16.7% 16.8% 16.6% -5.1%

実数 2,429 2,525 2,661 2,884 2,936 507

比率 17.0% 16.9% 16.9% 17.1% 17.4% 20.9%

実数 2,725 2,566 2,518 2,319 2,217 ▲ 508

比率 5.8% 5.5% 5.5% 5.1% 4.9% -18.6%

実数 835 827 876 874 914 79

比率 5.9% 5.5% 5.6% 5.2% 5.4% 9.5%

実数 6,323 5,943 5,631 5,321 5,090 ▲ 1,233

比率 13.5% 12.8% 12.3% 11.8% 11.3% -19.5%

実数 1,737 1,732 1,804 1,872 1,889 152

比率 12.2% 11.6% 11.5% 11.1% 11.2% 8.8%

実数 47,008 46,479 45,846 45,092 44,248 ▲ 2,760

比率 100% 100% 100% 100% 98% -5.9%

実数 14,263 14,920 15,752 16,857 17,253 2,990

比率 100% 100% 100% 100% 100% 21.0%

合計

人口

世帯数

砥川校区

人口

世帯数

芦刈校区

人口

世帯数

三日月校区

人口

世帯数

牛津校区

人口

世帯数

晴田校区

人口

世帯数

三里校区

人口

世帯数

桜岡校区

人口

世帯数

岩松校区

人口

世帯数
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図 校区別人口の推移 

資料：小城市住民基本台帳 
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カ 財政状況 

① 歳入（一般会計）の内訳 

令和 4 年度決算の歳入額は 244 億 7,210 万円で、前年度と比較すると 8 億 1,011 万円

減少しています。 

自主財源では「地方税」が 18.7％、依存財源では「地方交付税」が 29.3％と最も多く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 令和 4 年度 歳入の内訳 

歳 入                                   

表 歳入の内訳 

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100%とはならない。 

資料：総務省決算カード 

自主財源

30.4%

依存財源

69.6%

地方税

18.7%

分担金・負担金, 0.2%

使用料, 0.6%

手数料, 0.4%

財産収入, 0.2%

寄附金, 5.0%

繰入金, 1.0%

繰越金, 2.2%

諸収入, 2.1%

国庫支出金

18.9%

県支出金

8.6%

地方債

7.5%

地方交付税

29.3%

地方譲与税 0.6%

利子割交付金 0.0%

配当割交付金 0.1%

株式等譲渡所得割交付金 0.1%

地方消費税交付金 3.1%

自動車税環境性能割交付金 0.0%

法人事業税交付金 0.2%
地方特例交付金 0.2%

交通安全対策特別交付金 0.0%

単位：千円

決算額 構成比 決算額 構成比

地方税 4,573,976 4,402,941 171,035

分担金・負担金 49,677 60,929 ▲ 11,252

使用料 146,596 142,683 3,913

手数料 93,747 94,277 ▲ 530

財産収入 42,599 56,873 ▲ 14,274

寄附金 1,218,942 1,286,191 ▲ 67,249

繰入金 233,374 303,569 ▲ 70,195

繰越金 543,179 251,200 291,979

諸収入 525,618 416,817 108,801

国庫支出金 4,613,054 5,443,769 ▲ 830,715

県支出金 2,092,917 1,818,465 274,452

地方債 1,830,890 2,351,667 ▲ 520,777

地方交付税 7,177,876 7,341,162 ▲ 163,286

地方譲与税 143,022 143,049 ▲ 27

利子割交付金 2,068 3,992 ▲ 1,924

配当割交付金 16,744 20,690 ▲ 3,946

株式等譲渡所得割交付金 14,382 21,141 ▲ 6,759

地方消費税交付金 1,028,055 980,856 47,199

ゴルフ場利用税交付金 - - -

軽油取引税・自動車取得税交付金 274 - 274

自動車税環境性能割交付金 10,571 8,768 1,803

法人事業税交付金 59,904 44,009 15,895

地方特例交付金 47,775 81,110 ▲ 33,335

交通安全対策特別交付金 6,861 8,051 ▲ 1,190

24,472,101 100.0% 25,282,209 100.0% ▲ 810,108合計

増減額

自
主
財
源

30.4% 27.7%

依
存
財
源

69.6% 72.3%

区分 款
令和4年度 令和3年度
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平成 24 年度以降の歳入額の推移をみると、令和元年度までは 200 億円から 230 億円

程度でしたが、令和 2 年度以降、250 億円前後となっており、依存財源の増加によるも

のです。そのうち「地方税」は 40 億円台を推移しています。 

今後、生産年齢人口の減少が見込まれるため、「地方税」の減少が見込まれます。 

 

 

  

図 歳入（一般会計）の推移 

4,047,067 4,100,777 4,162,709 4,135,392 4,242,489 4,289,577 4,301,487 4,367,240 4,369,181 4,402,941 4,573,976

2,089,416 2,409,950 1,994,382
2,986,432 2,999,954 3,427,130 3,555,457 3,910,346 3,412,558

2,612,539 2,853,732

15,003,373 14,718,659
14,250,429

15,620,725
14,025,034

15,296,446
13,917,805

15,021,936

19,094,187

18,266,729 17,044,393

21,139,856 21,229,386
20,407,520

22,742,549

21,267,477

23,013,153

21,774,749

23,299,522

26,875,926

25,282,209
24,472,101

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

自主財源（地方税） 自主財源（地方税以外） 依存財源 合計

（千円）
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② 歳出（一般会計）の内訳 

令和 4 年度決算の歳出額は、236 億 849 万円で、前年度と比較すると 9 億 3,054 万円

減少しています。 

義務的経費では「扶助費」が 22.6％、一般行政経費では「物件費」が 16.0％、その他

経費では「繰出金」が 7.1％と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 令和 4 年度 歳出の内訳 

歳 出                                   

表 歳出の内訳 

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100%とはならない。 

資料：総務省決算カード 

人件費

14.7%

扶助費

22.6%

公債費

9.2%投資的経費

13.6%

物件費

16.0%

維持補修費

0.3%

補助費等

15.2%

繰出金

7.1%

積立金 0.9%

投資・出資金・貸付金 0.5％

一般行政経費

31.4％

義務的経費

46.5％

投資的経費

13.6％

その他経費

8.5％

単位：千円

決算額 構成比 決算額 構成比

人件費 3,461,152 3,393,960 67,192

扶助費 5,335,626 5,955,382 ▲ 619,756

公債費 2,182,037 2,133,945 48,092

投
資
的

経
費

投資的経費 3,200,124 13.6% 3,759,785 15.3% ▲ 559,661

物件費 3,776,488 3,713,771 62,717

維持補修費 62,194 60,759 1,435

補助費等 3,582,112 3,345,431 236,681

繰出金 1,678,698 1,656,042 22,656

積立金 222,150 400,475 ▲ 178,325

投資・出資金・貸付金 107,907 119,480 ▲ 11,573

23,608,488 100.0% 24,539,030 100.0% ▲ 930,542

そ
の
他
経
費

8.5% 8.9%

合計

義
務
的
経
費

46.5% 46.8%

一
般
行
政
経
費

31.4% 29.0%

増減額区分 款
令和4年度 令和3年度
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平成 24 年度以降の歳出額の推移をみると、令和元年度までは 200 億円から 220 億円

程度でしたが、令和 2 年度以降 230 億円を超えており、その主な要因は扶助費や一般行

政経費の増加によるものです。 

今後、更なる高齢化の進展に伴い扶助費の増加に加え、後期高齢者医療費や介護保険

等の負担が増大していくことが考えられます。 

    

図 歳出（一般会計）の推移 
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(2) 学校施設の運営状況・活用状況の把握 

ア 公共施設全体の保有状況 

「小城市公共施設等総合管理計画」では、建築系公共施設のうち学校教育施設の占める

割合が最も多く、約半数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 公共施設の用途別延床面積 

資料：小城市公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月） 

文化施設, 0.4%

社会教育施設, 9.7%

スポーツ・レクリエーション施設, 

7.3%

産業施設, 0.1%

学校教育施設, 

49.6%

子育て支援施設, 4.8%

保健福祉施設, 8.6%

行政施設, 6.4%

公営住宅等, 5.5%

市民病院, 3.5%

その他, 4.1%

建築系公共施設 

総延床面積 

163,689 ㎡ 
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イ 学校施設の保有状況 

① 保有状況 

学校施設 11 施設の建物のうち、延床面積 200 ㎡以下の部室、倉庫、トイレ等の小規

模な付属建物を除いた一覧が下表です。 

建物の構造は、ほとんどが鉄筋コンクリート造（RC 造）で、一部鉄骨造（S 造）です。 

旧耐震基準で建てられた建物は、三日月中学校の教室棟、屋内運動場、武道場の 3 棟

と芦刈観瀾校の教室棟の 1 棟の計 4 棟で、耐震補強済みです。 

表 対象施設一覧（小学校） 
単位：年、㎡

建 築 経 過 耐 震

年 度 年 数 基 準

特別・普通教室棟 18 ＲＣ造 3 昭和60年 39 新 2,039

中央棟 19 ＲＣ造 2 昭和60年 39 新 253

管理・特別・普通教室棟 20 ＲＣ造 3 昭和60年 39 新 2,008

屋内運動場、地域学校連携施設 26-1.2 ＲＣ造 1 平成元年 35 新 1,010

5,310

管理・特別教室棟 14 ＲＣ造 3 昭和62年 37 新 2,495

屋内運動場、地域・学校連携施設 15.16.17 ＲＣ造 1 昭和62年 37 新 945

3,440

管理・特別教室棟 16 ＲＣ造 2 昭和61年 38 新 2,736

管理・特別・普通教室棟 17 ＲＣ造 2 昭和61年 38 新 1,640

屋内運動場、地域・学校連携施設 18.19 ＲＣ造 1 昭和61年 38 新 1,001

5,377

北棟 22 ＲＣ造 2 平成元年 35 新 1,601

中央棟 23 ＲＣ造 2 平成元年 35 新 417

南棟 24 ＲＣ造 2 平成元年 35 新 1,929

屋内運動場、地域・学校連携施設 25-1.2 ＲＣ造 1 平成元年 35 新 1,012

4,959

給食室 16-1 Ｓ造 1 昭和63年 36 新 275 R5閉鎖

給食室（洗浄室、保管室） 16-2 Ｓ造 1 平成18年 18 新 65 R5閉鎖

特別教室棟 18 ＲＣ造 3 平成3年 33 新 2,759

屋内運動場、地域連携施設 21-1.2 ＲＣ造 1 平成12年 24 新 1,417 H12改築

教室・管理棟 27-1 ＲＣ造 3 平成18年 18 新 2,703 H18増改築

教室・管理棟 27-2 ＲＣ造 3 平成18年 18 新 1,800 H18増改築

9,019

管理棟 15 ＲＣ造 3 昭和59年 40 新 2,744 H29大規模改修

昇降口、多目的室、渡り廊下 16 ＲＣ造 3 昭和59年 40 新 684 H29大規模改修

特別教室棟 17 ＲＣ造 3 昭和59年 40 新 1,431 H29大規模改修

給食室 18-1 ＲＣ造 1 昭和59年 40 新 212 R5閉鎖

給食室増築 18-2 Ｓ造 1 平成13年 23 新 2 R5閉鎖

屋内体育館（ホール・便所・更衣室等） 19-1 ＲＣ造 2 昭和59年 40 新 267 H29大規模改修

屋内体育館 19-2 ＲＣ造 2 昭和59年 40 新 848 H29大規模改修

ＥＶ棟 32 ＲＣ造 3 平成29年 7 新 30

6,218

教室棟 12-1 ＲＣ造 3 昭和62年 37 新 2,583

給食室・図書室棟 12-2 ＲＣ造 3 昭和62年 37 新 384 R5閉鎖

給食室増築 12-3 ＲＣ造 1 平成22年 14 新 10 R5閉鎖

屋内運動場、クラブハウス 13-1.2 ＲＣ造 2 昭和62年 37 新 1,103

4,080

※経過年数は令和6年（2024年）時点

※延床面積200㎡未満の建物は除く

三日月
ﾐｶﾂｷ

小
ｼｮｳ 1909年

(明治42年)

小計 -

牛津
ｳｼﾂﾞ

小
ｼｮｳ 1874年

(明治7年)

小計 -

砥川小
ﾄｶﾞﾜｼｮｳ 1876年

(明治9年)

小計 -

晴田
ﾊﾙﾀ

小
ｼｮｳ 1877年

(明治10年)

小計 -

岩松小
ｲﾜﾏﾂｼｮｳ 1885年

(明治18年)

小計 -

小計 -

三里小
ﾐｻﾄｼｮｳ 1878年

(明治11年)
小計 -

備 考

桜岡小
ｻｸﾗｵｶｼｮｳ 1873年

(明治6年)

学 校 名 開 校 年 度 建 物 名 称 棟 番 号 構 造 階 数
校 舎 等
面 積
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単位：年、㎡

建 築 経 過 耐 震

年 度 年 数 基 準

武道場 15 Ｓ造 2 平成5年 31 新 943

管理・教室棟 18 ＲＣ造 3 平成19年 17 新 5,585

西特別教室棟 25 ＲＣ造 3 平成20年 16 新 2,574

東特別教室棟 26-1 ＲＣ造 3 平成20年 16 新 1,121

屋内運動場 26-2 Ｓ造 3 平成20年 16 新 1,885

12,108

特別・普通教室棟 15-1 ＲＣ造 3 昭和54年 45 旧 3,187 H21耐震改修

職員室増築 15-2 Ｓ造 1 平成13年 23 新 73

体育館 17-1 Ｓ造 1 昭和54年 45 旧 1,108 H21耐震改修

倉庫増築 17-2 Ｓ造 1 平成13年 23 新 20

武道場 18 Ｓ造 1 昭和55年 44 旧 420 H21耐震改修

実習室棟 24 Ｓ造 2 平成5年 31 新 599

部室 26 Ｓ造 2 平成14年 22 新 290

特別教室棟 28 Ｓ造 1 平成19年 17 新 376

特別支援教室棟 29 Ｓ造 1 平成23年 13 新 118

6,191

屋内運動場 21 ＲＣ造 2 平成11年 25 新 2,009

クラブハウス 22 ＲＣ造 2 平成11年 25 新 270

部室棟 23 ＲＣ造 2 平成11年 25 新 324

管理・教室棟 27-1 ＲＣ造 3 平成21年 15 新 4,334

昇降口、多目的ルーム、渡り廊下 27-2 ＲＣ造 3 平成21年 15 新 663

特別教室棟 28 ＲＣ造 3 平成22年 14 新 3,534

11,134

※経過年数は令和6年（2024年）時点

※延床面積200㎡未満の建物は除く

小城
ｵｷﾞ

中
ﾁｭｳ 1947年

(昭和22年)

小計 -

三日月中
ﾐｶﾂｷﾁｭｳ 1947年

(昭和22年)

小計 -

牛津中
ｳｼﾂﾞﾁｭｳ 1961年

(昭和36年)

小計 -

学 校 名 開 校 年 度 建 物 名 称 棟 番 号 構 造 階 数
校 舎 等
面 積

備 考

単位：年、㎡

建 築 経 過 耐 震

年 度 年 数 基 準

屋内運動場 25 Ｓ造 2 平成24年 12 新 2,362

管理・特別教室棟 26 ＲＣ造 2 平成25年 11 新 3,245

普通教室棟 27-1 ＲＣ造 2 平成25年 11 新 1,880

普通教室棟 27-2 ＲＣ造 2 平成25年 11 新 1,411

中央渡り廊下棟 28 ＲＣ造 2 平成25年 11 新 160

管理教室棟 14 ＲＣ造 3 昭和51年 48 旧 3,468 H22耐震改修

部室棟 24 ＲＣ造 1 平成6年 30 新 288

実習棟 25 ＲＣ造 3 平成6年 30 新 787

北渡り廊下棟 33.36 Ｓ造 2 平成26年 10 新 202

13,803

※経過年数は令和6年（2024年）時点

※延床面積200㎡未満の建物は除く

校 舎 等
面 積

備 考

芦刈
ｱｼｶﾘ

観瀾校
ｶﾝﾗﾝｺｳ

小：1885年
(明治18年)

中：1947年
(昭和22年)

小計 -

学 校 名 開 校 年 度 建 物 名 称 棟 番 号 構 造 階 数

単位：年、㎡

建 築 経 過 耐 震

年 度 年 数 基 準

2023年
(令和5年)

小城市学校給食センター - Ｓ造 2 令和5年 1 新 2,900 R5統合改築

2011年
(平成23年)

芦刈給食センター - Ｓ造 1 平成23年 13 新 476

3,376

※経過年数は令和6年（2024年）時点

-小計

給食
ｷｭｳｼｮｸ

センター
ｾﾝﾀｰ

施 設 名 開 始 年 度 建 物 名 称 棟 番 号 構 造 階 数
校 舎 等
面 積

備 考

表 対象施設一覧（中学校） 

表 対象施設一覧（小中一貫校） 

表 対象施設一覧（その他施設） 
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② 経過年数の状況 

本市の学校施設は、昭和 60 年前後と平成 20 年前後に集中して建設されています。主に、

昭和 60 年前後は小学校、平成 20 年前後は中学校、平成 25 年前後は芦刈観瀾校が建設さ

れています。 

経過年数で見ると、本市の学校施設には築 50 年以上の建物はありませんが、築 40 年以

上の床面積は 0.8 万㎡（１割）と少ないものの、築 30 年以上で見ると 4.2 万㎡（約 5 割）

を占めています。 

旧耐震基準（昭和 56 年以前）で建設された建物は 4 棟ありますが、耐震診断・改修等を

行い、全て耐震性を有しています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※作図のプログラムにより、面積は万㎡、比率は整数となっている。 

図 学校施設の築年別整備状況 
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2

4

（万㎡）

築20年以上36棟（67%） 4.8万㎡（58%）

対象建物

54棟

8.2万㎡

（年度）

築30年以上

3.4万㎡(42%)

築40年以上

0.8万㎡(10%)

築20年以上

0.5万㎡(7%)
築10年以上

3.4万㎡(41%)

築50年以上

0㎡(0.%)

0棟（%）

築10年未満

232㎡(0.3%)

新耐震基準（昭和57年以降）

50棟（93%） 7.3万㎡（90%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

4棟（7%） 0.8万㎡（10%）

築30年以上30棟（56%） 4.2万㎡（52%）

小学校校舎 中学校校舎 小学校体育館 中学校体育館 その他その他

小学校 中学校 一貫校 

中学校 武道場 
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③ 多用途での活用状況 

全ての学校の運動場は指定緊急避難場所に、屋内運動場は指定避難所に指定されてい

ます。 

表 学校施設の指定避難所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小城市ハザードマップ 

 

砥川小学校以外の小学校は、教室の一部を放課後児童クラブとして活用しています。 

表 放課後児童クラブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小城市資料 

  

洪水 土砂 地震 高潮・津波

桜岡小学校 73-3070 ○ ○ ○ ○ ○

三里小学校 73-3239 ○ ○ ○ ○ ○

晴田小学校 73-3226 ○ ○ ○ ○ ○

岩松小学校 73-2555 ○ ○ ○ ○ ○

小城中学校 73-2191 ○ ○ ○ ○ ○

三日月小学校 73-2950 ○ ○ ○ ○ ○

三日月中学校 73-2016 ○ ○ ○ ○ ○

牛津小学校 66-0047 ○ ○ ○ ○ ○

砥川小学校 66-0130 ○ ○ ○ ○ ○

牛津中学校 66-0022 ○ ○ ○ ○ ○

芦刈小学校 66-0279 ○ ○ ○ ○ ○

芦刈中学校 66-0403 ○ ○ ○ ○ ○

電話番号
災害対応種別

三日月地区

指定緊急
避難場所

芦刈地区

小城地区

牛津地区

対象地区 学校名

学校名 活用場所

⑲ 中央棟　2F学習室

㉖-1 地域・学校連携施設　ミーティングルーム

三里小学校 ⑭管理・特別教室棟　1Fスタジオ

晴田小学校 ⑯特別・普通教室棟　1F多目的室

岩松小学校 ㉒北棟　1F多目的室

⑱特別教室棟　2F第2理科室

㉑-2 地域連携施設　ミーティングルーム

牛津小学校 ⑲-1 特別教室棟　2Fミーティングルーム

砥川小学校 -

芦刈小学校 ㉛普通・特別教室棟　1F多目的室

桜岡小学校

三日月小学校
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ウ 児童・生徒数及び学級数の変化 

① 児童・生徒数及び学級数の推移 

令和 5 年の児童数は 2,459 人で、平成 26 年からの 10 年間で 269 人（約 1 割）減少し

ています。 

児童数の減少に反して、学級数は 24 クラス増加しています。これは、特別支援学級数

が 2 倍以上増加していることが影響しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 【小学校】児童数及び学級数の推移 

表 児童数及び学級数の推移 

2,728 2,696 2,678 2,639 2,609 2,608 2,553 2,527 2,488 2,459

116
113

117
120

115

129 131
135

138 140

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

児童数 学級数

（人） （クラス）

資料：小城市資料 

表 学級数の推移（内訳） 

単位：人、クラス

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
 令和5年/
平成26年

児童数 406 417 423 437 450 457 465 457 470 471 116.0%

学級数 18 17 16 17 19 19 20 23 25 25 7

児童数 53 54 59 55 56 66 61 63 63 65 122.6%

学級数 6 6 7 7 7 7 7 7 7 8 2

児童数 359 350 357 337 325 318 317 319 302 304 84.7%

学級数 15 15 15 15 7 15 16 17 18 19 4

児童数 232 215 207 209 201 185 175 169 171 166 71.6%

学級数 11 10 10 10 10 10 10 10 11 11 0

児童数 813 809 775 760 761 749 761 744 729 710 87.3%

学級数 28 28 30 30 31 33 35 34 33 33 5

児童数 453 439 438 440 434 439 405 416 415 407 89.8%

学級数 16 16 17 19 20 22 21 22 23 21 5

児童数 142 146 155 149 146 145 139 136 122 113 79.6%

学級数 8 9 9 10 11 11 11 11 11 10 2

児童数 270 266 264 252 236 249 230 223 216 223 82.6%

学級数 14 12 13 12 10 12 11 11 10 13 -1

芦刈観瀾校
（芦刈小学校）

三日月小学校

砥川小学校

牛津小学校

三里小学校

晴田小学校

岩松小学校

小学校

桜岡小学校

単位：クラス

学級数 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 増減

普通 93 89 89 90 81 87 86 86 86 88 -5

特別支援 23 24 28 30 34 42 45 49 52 52 29

合計 116 113 117 120 115 129 131 135 138 140 24



21 

令和 5 年の生徒数は 1,246 人で、平成 26 年度からの 10 年間で 156 人（約 1 割）減少

しています。 

生徒数は減少していますが、学級数は 3 クラス増加しています。小学校と同様に特別

支援学級数が 2 倍に増加している影響です。 

 

  

図 【中学校】生徒数及び学級数の推移 

表 生徒数及び学級数の推移 

1,402 1,354 1,345 1,310 1,279 1,249 1,246 1,255 1,280 1,246

52 53 54 55 56 56 54 53
57 55

0

20

40

60

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

生徒数 学級数

（人） （クラス）

資料：小城市資料 

表 学級数の推移（内訳） 

単位：人、クラス

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
 令和5年/
平成26年

生徒数 530 518 504 486 481 507 514 522 503 489 92.3%

学級数 18 18 19 19 18 20 22 22 22 20 2

生徒数 444 406 412 401 392 360 338 343 353 360 81.1%

学級数 15 15 16 18 18 17 14 13 13 13 -2

生徒数 276 283 292 287 274 255 275 276 301 281 101.8%

学級数 12 12 12 12 13 12 12 13 15 15 3

生徒数 152 147 137 136 132 127 119 114 123 116 76.3%

学級数 7 8 7 6 7 7 6 5 7 7 0

三日月中学校

牛津中学校

芦刈観瀾校
（芦刈中学校）

中学校

小城中学校

単位：クラス

学級数 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 増減

普通 43 42 42 40 39 40 37 36 38 38 -5

特別支援 9 11 12 15 17 16 17 17 19 17 8

合計 52 53 54 55 56 56 54 53 57 55 3
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② 児童・生徒数の推計 

教育委員会では、今後も児童数・生徒数、共に減少していくと想定しています。 

小学校では桜岡小学校のみ、中学校では小城中学校と芦刈中学校が増加で、残りの学

校は減少します。特に三里小学校は現在より半数近くまで減少します。 

 

 

 

 

 

  

表 児童数・生徒数の推計 

図 児童数・生徒数の推移・推計 

資料：小城市資料 

2,728 2,696 2,678 2,639 2,609 2,608
2,553 2,527 2,488 2,459 2,448

2,377 2,339 2,309 2,287

2,178

1,402
1,354 1,345 1,310 1,279 1,249 1,246 1,255 1,280 1,246 1,233 1,240 1,243 1,241 1,214 1,216

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年令和11年

（人）

小学校（児童数） 中学校（生徒数）

推移 推計

単位：人

令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年

桜岡小学校※ 464 475 493 500 504 495 106.7%

三里小学校 68 57 49 47 41 36 52.9%

晴田小学校 299 296 281 266 267 268 89.6%

岩松小学校 166 156 145 145 139 130 78.3%

三日月小学校※ 710 688 658 644 630 601 84.6%

牛津小学校 405 384 386 366 350 343 84.7%

砥川小学校 114 111 107 109 114 103 90.4%

芦刈小学校 222 210 220 232 242 202 91.0%

小学校 2,448 2,377 2,339 2,309 2,287 2,178 89.0%

小城中学校 483 500 513 506 499 493 102.1%

三日月中学校 363 360 373 362 356 337 92.8%

牛津中学校 281 268 246 257 256 274 97.5%

芦刈中学校 106 112 111 116 103 112 105.7%

中学校 1,233 1,240 1,243 1,241 1,214 1,216 98.6%

合計 3,681 3,617 3,582 3,550 3,501 3,394 92.2%

※三日月校区の通学区選択制地区のすべての児童が桜岡小学校を選択した場合

令和11年/
令和6年

児童数・生徒数推計
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エ 職員数の推移 

職員数は、小学校は増加、中学校は横ばい、芦刈観覧校は減少傾向です。 

平成 26 年度からの 10 年間で、小学校は 33 人増加、中学校は 1 人減少、芦刈観瀾校は

6 人減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 小・中学校の職員数の推移 

図 小・中学校の職員数の推移 

 資料：小城市提供資料 

単位：人

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
 令和5年/
平成26年

桜岡小学校 33 32 33 31 33 34 35 38 45 43 130.3%

三里小学校 14 14 15 16 15 15 16 16 16 17 121.4%

晴田小学校 27 28 27 28 29 28 30 30 32 35 129.6%

岩松小学校 23 24 22 22 21 21 23 24 23 24 104.3%

三日月小学校 64 64 64 66 68 68 72 71 73 68 106.3%

牛津小学校 41 40 43 46 45 48 45 47 47 46 112.2%

砥川小学校 29 28 29 30 32 31 33 32 35 31 106.9%

小学校 231 230 233 239 243 245 254 258 271 264 114.3%

小城中学校 45 46 44 43 44 46 49 50 48 42 93.3%

三日月中学校 36 37 35 41 43 40 34 31 32 32 88.9%

牛津中学校 27 28 29 30 30 30 29 32 32 33 122.2%

中学校 108 111 108 114 117 116 112 113 112 107 99.1%

芦刈観瀾校 57 55 54 51 54 55 52 46 47 51 89.5%

合計 396 396 395 404 414 416 418 417 430 422 106.6%

※職員数は、教職員と市職員を合算したもの

231 230 233 239 243 245
254 258

271 264

108 111 108 114 117 116 112 113 112 107

57 55 54 51 54 55 52 46 47 51

0

100

200

300

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

小学校 中学校 芦刈観瀾校

（人）
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オ 学校施設の配置状況 

学校の配置状況は、人口が最も多い小城地区に小学校 4 校、中学校 1 校、15 歳未満人

口が最も多い三日月地区に小学校と中学校が 1 校ずつ、牛津地区に小学校 2 校、中学校

1 校です。芦刈地区は、小中一貫校の芦刈観瀾校が配置されています。 

 

表 地区別の学校施設配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：人口は令和 2 年国勢調査、児童・生徒数は小城市資料（令和 5 年 5 月 1 日現在） 

単位：人

地区 項目 人口 15歳未満 小学校 児童数 中学校 生徒数

471

19.2%

65

2.6%

304

12.4%

166

6.8%

407

16.6%

113

4.6%

2,459 1,246

100% 100% 100% 100%

合計合計

31.0% 39.2%

48915,239 1,900

岩松小

38.2% 28.9%

三日月小

710

28.9%

2,337

281

116

三里小

晴田小

小城中

22.6%

桜岡小

三日月中

360

牛津小

芦刈観瀾校
（中学校）

牛津中

砥川小

芦刈観瀾校
（小学校）

223

9.1%

小城地区

三日月地区

実数 13,985

比率 31.8%

比率

実数

34.7%

合計

実数 9,599 1,315

牛津地区

比率 21.8% 21.5%

実数

比率

芦刈地区

43,952 6,124

9.3%比率 11.7% 9.3%

実数 5,129 572
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図 校区区分 
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カ 学校の維持管理コスト 

① 管理費の推移 

学校施設の年平均管理費は、小学校 5,442 万円、中学校 2,870 万円、小中一貫校 1,135

万円、計 9,447 万円です。 

 

表 管理費の推移（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：千円

施設名 内容
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)
令和2年度

(2020)
令和3年度

(2021)
令和4年度

(2022)
年平均

光熱水費 3,086 3,527 3,913 4,118 4,939

維持修繕費 1,090 1,124 834 626 692

委託費 723 731 769 769 769

小計 4,899 5,382 5,516 5,513 6,401 5,542

光熱水費 1,689 2,029 1,553 1,616 2,094

維持修繕費 1,092 1,474 1,046 734 828

委託費 702 665 685 777 783

小計 3,483 4,168 3,284 3,128 3,704 3,553

光熱水費 2,977 3,007 3,131 3,607 3,754

維持修繕費 1,446 1,286 1,617 1,627 1,548

委託費 910 896 950 954 955

小計 5,333 5,189 5,697 6,188 6,258 5,733

光熱水費 2,496 2,501 2,149 2,248 2,528

維持修繕費 1,551 1,440 1,654 975 831

委託費 1,035 1,042 1,099 1,093 1,091

小計 5,081 4,982 4,902 4,317 4,449 4,746

光熱水費 12,393 21,072 10,725 11,572 12,229

維持修繕費 2,358 1,949 2,311 2,305 3,900

委託費 892 883 904 1,415 1,573

小計 15,644 23,904 13,940 15,292 17,703 17,296

光熱水費 7,883 6,813 6,382 7,439 7,914

維持修繕費 1,917 1,217 949 1,930 1,740

委託費 967 828 781 914 949

小計 10,767 8,858 8,112 10,283 10,603 9,725

光熱水費 6,965 6,458 5,948 5,606 5,872

維持修繕費 395 434 711 1,241 768

委託費 746 753 783 1,107 1,341

小計 8,105 7,645 7,442 7,955 7,981 7,826

光熱水費 37,488 45,407 33,800 36,206 39,330 38,446

維持修繕費 9,850 8,923 9,122 9,438 10,308 9,528

委託費 5,975 5,797 5,971 7,030 7,461 6,447

計 53,312 60,128 48,893 52,674 57,099 54,421

三日月小学校

桜岡小学校

晴田小学校

三里小学校

岩松小学校

合計

牛津小学校

砥川小学校
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表 管理費の推移（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 管理費の推移（小中一貫校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：千円

施設名 内容
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)
令和2年度

(2020)
令和3年度

(2021)
令和4年度

(2022)
年平均

光熱水費 7,256 7,196 6,439 6,883 8,466

維持修繕費 3,929 4,247 3,110 2,973 3,165

委託費 2,987 2,344 2,455 2,403 2,659

小計 14,172 13,787 12,004 12,259 14,290 13,302

光熱水費 4,758 5,148 4,902 5,397 5,783

維持修繕費 1,866 1,035 648 500 685

委託費 610 675 641 643 634

小計 7,234 6,858 6,190 6,540 7,102 6,785

光熱水費 5,474 5,082 4,885 5,530 6,193

維持修繕費 1,298 1,769 1,648 1,509 1,428

委託費 1,630 1,657 1,694 1,400 1,896

小計 8,402 8,508 8,226 8,440 9,517 8,618

光熱水費 17,487 17,426 16,226 17,811 20,442 17,878

維持修繕費 7,093 7,051 5,406 4,982 5,278 5,962

委託費 5,227 4,677 4,789 4,446 5,189 4,866

計 29,808 29,153 26,420 27,238 30,909 28,706

合計

三日月中学校

牛津中学校

小城中学校

資料：小城市資料 

単位：千円

施設名 内容
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)
令和2年度

(2020)
令和3年度

(2021)
令和4年度

(2022)
年平均

光熱水費 6,359 6,602 5,321 6,337 8,019 6,528

維持修繕費 1,223 2,035 1,818 2,108 2,510 1,939

委託費 2,598 2,627 2,756 3,076 3,345 2,880

計 10,179 11,264 9,896 11,521 13,874 11,347

芦刈観瀾校
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管理費の内訳は、小・中学校及び小中一貫校全てで光熱水費が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 管理費の推移（小学校） 37,488 

45,407 

33,800 36,206 
39,330 

9,850 

8,923 

9,122 
9,438 

10,308 

5,975 

5,797 

5,971 
7,030 

7,461 

53,312 

60,128 

48,893 
52,674 

57,099 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成30年度

(2018)

令和元年度

(2019)

令和2年度

(2020)

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

光熱水費 維持修繕費 委託費 計

（千円）

17,487 17,426 16,226 
17,811 

20,442 

7,093 7,051 

5,406 
4,982 

5,278 

5,227 4,677 

4,789 
4,446 

5,189 

29,808 29,153 

26,420 27,238 

30,909 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成30年度

(2018)

令和元年度

(2019)

令和2年度

(2020)

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

光熱水費 維持修繕費 委託費 計

（千円）

図 管理費の推移（中学校） 

図 管理費の推移（小中一貫校） 
6,359 6,602 

5,321 
6,337 

8,019 

1,223 
2,035 

1,818 

2,108 

2,510 
2,598 

2,627 

2,756 

3,076 

3,345 

10,179 

11,264 

9,896 

11,521 

13,874 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成30年度

(2018)

令和元年度

(2019)

令和2年度

(2020)

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

光熱水費 維持修繕費 委託費 計

（千円）

資料：小城市資料 
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② 改修費用の推移 

学校施設の年平均改修費用は、小学校 7,545 万円、中学校 4,281 万円、小中一貫校 142

万円、計 1 億 1,969 万円です。 

令和元年度の改修費用が突出して高いのは、小・中学校の普通教室へ空調設備を整備

したためです。 

 

表 改修費用の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 改修工事費の推移 

資料：小城市資料 

単位：千円

学校名
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)
令和2年度

(2020)
令和3年度

(2021)
令和4年度

(2022)
平均

小学校 11,339 302,185 9,846 48,614 5,286 75,454

中学校 19,659 161,877 6,300 25,211 1,018 42,813

小中一貫校 6,920 0 0 0 209 1,426

計 37,918 464,062 16,146 73,824 6,512 119,693

302,185

48,614

161,877

25,21137,918

464,062

16,146

73,824

6,512

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

平成30年度

(2018)

令和元年度

(2019)

令和2年度

(2020)

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

小学校 中学校 小中一貫校 計

（千円）
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③ 施設関連経費（管理費＋工事費）の推移 

管理費と改修費用を合わせた施設関連経費は、年平均で 2 億 1,417 万円です。ただし、

令和元年度が 5 億 6,461 万円と突出して高くなっており、この年を除く平均額は 1 億

2,600 万円程度です。 

 

表 施設関連経費（管理費+工事費）の推移 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

図 施設関連経費（管理費+工事費）の推移 

資料：小城市資料 

単位：千円

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

令和3年度
(2021)

令和4年度
(2022)

年平均

管理費 93,300 100,545 85,209 91,434 101,882 94,474

工事費 37,918 464,062 16,146 73,824 6,512 119,693

合計 131,217 564,608 101,355 165,259 108,394 214,167

93,300 100,545 85,209 91,434 101,882

37,918

464,062

16,146

73,824
6,512

131,217

564,608

101,355

165,259

108,394

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成30年度

(2018)

令和元年度

(2019)

令和2年度

(2020)

令和3年度

(2021)

令和4年度

(2022)

管理費 工事費 合計

（千円）
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(3) 学校施設の老朽化状況 

ア 老朽化状況の評価 

 

【評価指標】 

施設の老朽化状況を評価するために、「屋上・屋根」、「外壁」は目視による劣化調査によ

り、「内部仕上」、「電気設備」、「機械設備」は経過年数より評価を行いました。 

評価は、部位ごとに「Ａ」から「Ｄ」の 4 段階で評価しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【健全度の算定】 

建物全体の老朽化状況を把握するため、健全度を使用して点数化します。 

健全度は、部位ごとの評価点にコスト配分を乗じることで、総合的な建物の健全度とし

て 100 点満点で点数化を行います。 

新築は 100 点で、数値が小さいほど老朽化が進んでいることを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 健全度の算定 

評価 評価

良好 Ａ 良好 Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

劣化 Ｄ 劣化 Ｄ

基準 基準

目視による評価
（屋根・屋上，外壁）

経過年数による評価
（内部仕上，電気設備，機械設備）

早急に対応する必要がある
経過年数に関わらず

著しい劣化事象がある

おおむね良好 20年未満

部分的に劣化
（安全上・機能上：問題なし）

20～40年

広範囲に劣化
（安全上・機能上：不具合発生の兆し）

40年以上

評価 評価点 部位 コスト配分

Ａ 100 屋根・屋上 4.2

Ｂ 75 外壁 14.9

Ｃ 40 内部仕上げ 21.3

Ｄ 10 電気設備 9.0

機械設備 16.6

合計 66.0

部位のコスト配分部位の評価点

出典：学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書（文部科学省） 
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□ 健全度の計算例：部位の評価点×部位のコスト配分 ÷ 66（コスト配分合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書（文部科学省） 

部位 評価 評価点 配分 配分評価点

屋根・屋上 Ｃ 40 × 4.2 ＝ 168

外壁 Ｄ 10 × 14.9 ＝ 149

内部仕上げ Ｂ 75 × 21.3 ＝ 1,598

電気設備 Ａ 100 × 9.0 ＝ 900

機械設備 Ｃ 40 × 16.6 ＝ 664

計 3479

÷66

53健全度
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出典：学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書（文部科学省） 

【評価基準：屋根・屋上】 
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出典：学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書（文部科学省） 

【評価基準：外壁】 
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出典：学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書（文部科学省） 

【評価基準：内部仕上、電気設備、機械設備】 
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イ 老朽化状況の実態 

全施設の健全度の平均は71 点で、小学校68

点、中学校 74 点、小中一貫校 72 点です。小・

中学校とも体育館の健全度が 60 点台と低く

なっています。 

 

建築年度と健全度の相関関係は、建築年度が古くなるにつれ、健全度は低くなります。

ただし、建築年度が古くても、大規模改修等を行った建物の健全度は高くなります。 

本市の学校施設で築 40 年以上の建物は 4 棟で、健全度 40 点未満 1 棟、50 点付近 3 棟

と著しく老朽化した建物は少ない状況です。しかし、築 30 年台の建物が多く、本計画期間

内に築 40 年を向かえることで、健全度 40 点未満及び 40 点台が大幅に増加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 建築年度と健全度の相関 

 

※ 「学校施設の長寿命化計画の見直しに向けたコスト試算等に係る解説書（文部科学省）」

では、健全度 40 点未満なら長寿命化改修等対策を優先的に講じることが望ましい。と

記載されている。 

表 分類別健全度 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

健
全

度
（

点
）

建築年度

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館・武道場

武道場 小中一貫校 校舎 小中一貫校 体育館

(S45) (S55) (H02) (H12) (H22) (R02)

分類
小学校 校舎等 70
小学校 体育館 66
中学校 校舎等 78
中学校 体育館・武道場 68
一貫校 校舎等 63
一貫校 体育館 100

平均

平均点

68

74

72

71
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小学校 

 小城地区の小学校 4 校（桜岡小、三里小、晴田小、岩松小）は、築 30 年以上で大規模

改修が行われていないため、全体的に老朽化しています。 

 三日月小学校は、築 10 年台から築 30 年台と建築時期が離れています。古い建物は外

壁等の老朽化が見られます。 

 牛津小学校は、築 39 年と古い建物ですが、大規模改修が行われていることで、建物の

状況は良好です。 

 砥川小学校は、築 37 年と古く、大規模改修も行われていないため、老朽化しています。 

 

 

中学校 

 小城中学校は、築 10 年台の建物が多く状況は良好です。 

 三日月中学校は、築 20 年台から築 40 年台と建築時期が離れています。築 40 年台は

健全度が低く、全体的に老朽化しています。 

 牛津中学校は、築 10 年台から築 20 年台と新しく、建物の状況は良好です。 

 

 

芦刈観瀾校 

 築 10 年台から築 40 年台と時期が離れています。築 48 年の建物は健全度が 40 点未満

で、著しく老朽化しています。本市の学校施設の中で健全度は最も低いです。 
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学校建物ごとの健全度（1/2） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桜岡小学校 校舎 RC 2,039 39 D D B B B 56

桜岡小学校 屋内運動場 RC 1,010 35 D D B B B 56

三里小学校 校舎 RC 2,495 37 D C B B B 63

三里小学校 屋内運動場 RC 945 37 D C B B B 63

晴田小学校 校舎 RC 2,736 38 D D B B B 56

晴田小学校 屋内運動場 RC 1,001 38 D D B B B 56

岩松小学校 校舎 RC 3,947 35 D C B B B 63

岩松小学校 屋内運動場 RC 1,012 35 D C B B B 63

三日月小学校 校舎（特別教室棟） RC 2,759 33 A C B B B 69

三日月小学校 校舎（教室・管理棟） RC 4,503 18 B A B A A 90

三日月小学校 屋内運動場 RC 1,417 24 C A B B B 78

三日月小学校 旧給食室 S 340 36 A A B B B 82

牛津小学校 校舎 RC 5,073 40 A A B B B 82

牛津小学校 屋内体育館 RC 1,115 40 A A B B B 82

砥川小学校 校舎 RC 2,977 37 C C B B B 65

砥川小学校 屋内運動場 RC 1,103 37 C C B B B 65

建物基本情報

健全度
（100点
満点）

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

劣化状況評価

施
設
名

建
物
名

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

築
年
数

：築30年以上：築50年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある



39 

学校建物ごとの健全度（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

小城中学校 校舎 RC 9,280 16 A A B A A 92

小城中学校 屋内運動場 S 1,885 16 B A B A A 90

小城中学校 武道場 S 943 31 B B B B B 75

三日月中学校 校舎 RC 3,260 45 A B C C C 52

三日月中学校 屋内運動場 S 1,128 45 A B C C C 52

三日月中学校 武道場 S 420 44 B A C C D 48

三日月中学校 実習室棟 S 599 31 B B B B B 75

三日月中学校 部室棟 S 290 22 B B B B B 75

三日月中学校 特別教室棟・特別支援教室棟（プレハブ校舎） S 494 13 - - - - - -

牛津中学校 校舎 RC 8,531 15 A A A A A 100

牛津中学校 屋内運動場 RC 2,279 25 C B B B B 73

牛津中学校 部室棟 RC 324 25 A B B B B 77

芦刈観瀾校 校舎 RC 6,898 11 A A A A A 100

芦刈観瀾校 校舎（旧中学校棟） RC 3,468 48 D D C C D 24

芦刈観瀾校 屋内運動場 S 2,362 12 A A A A A 100

芦刈観瀾校 部室棟、実習棟 RC 1,075 30 C C B B B 65

建物基本情報

健全度
（100点
満点）

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

劣化状況評価

施
設
名

建
物
名

構
造

延
床
面
積

（
㎡

）

築
年
数

：築30年以上：築50年以上
Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある
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４. 学校施設適正化の基本方針 

(1) 学校施設の規模・配置計画等の方針 

本市の小学校の規模は、小規模校 4 校、適正規模校 3 校、大規模校 1 校です。中学校は、

小規模校 3 校、適正規模校 1 校で、小学校、中学校とも過小規模校・過大規模校はありませ

ん。 

本市の児童・生徒数は今後も減少傾向にあり、学校によっては小規模化が加速することで、

小規模校が過小規模校になることも想定されます。 

学校が小規模化することで、児童・生徒が集団の中で切磋琢磨しながら学ぶことや、社会

性を高めることが難しくなるなどのデメリットがあることから、教育的な視点で課題の解消

を図っていくことが重要です。また一方で、学校は地域コミュニティの核となっています。 

このことから、学校再編計画については、将来人口及び各学校の児童・生徒数の動向を見

極め、学校施設規模の適正化や地域コミュニティ体系の維持などを保護者や地域住民との意

見交換などを踏まえた上で総合的な観点から、その時世や社会情勢に適した計画の検討を進

めて行きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校規模の分類は、公立小・中学校の国庫負担事業認定申請の手引より設定 

 

(2) 改修等の基本的な方針 

ア 長寿命化の方針 

少子高齢化社会の進行による学校施設の適正規模、また将来に向けての財政負担を考慮

すると、中長期的なライフサイクルコストの縮減と事業計画の平準化を図る対策が必要と

なります。 

そのため、施設の耐用年数を延ばすとともに、改築と同程度の機能や性能を有すること

ができる長寿命化改修を基本として整備を進めます。 

  

表 学校別の普通学級数による分類 

過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校

5学級以下 6～11学級 12～18学級 19～30学級 31学級以上

三里小学校 桜岡小学校 三日月小学校

岩松小学校 晴田小学校

砥川小学校 牛津小学校

芦刈小学校

過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校

2学級以下 3～11学級 12～18学級 19～30学級 31学級以上

三日月中学校 小城中学校

牛津中学校

芦刈中学校

小学校

中学校

－ －

－ －ー
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表 改修の種類 

 部  分 全  体 

原状回復 修 繕 
経年劣化した建物の一部を、既存のも
のと概ね同じ位置に概ね同じ材料、形
状、寸法のものを用いて原状回復を図
る改修 

大規模修繕 
エコ改修や老朽化に伴う補修など、既
存の建物を建て替えずに行う大規模な
改修 

性能向上 改 善 
経年劣化した建物の一部を、物理的な不
具合を直し耐久性を高めることに加え、
機能や性能を求められる水準まで引き上
げる改修 

長寿命化改修 
長寿命化を行うために、物理的な不具
合を直し耐久性を高めることに加え、
機能や性能を求められる水準まで引き
上げる大規模な改修 

 

表 長寿命化改修の工事内容 

耐久性向上 

構造躯体の経年劣化を回復するもの 

〇 コンクリートの中性化対策 

〇 鉄筋の腐食対策 など 

耐久性に優れた仕上材へ取り替えるもの 

〇 劣化に強い塗装・防水材等の使用 など 

維持管理や設備更新の容易性を確保するもの 

水道，電気，ガス管等のライフラインの更新 

性能向上 

安全・安心な施設環境を確保するもの 

〇 耐震対策（非構造部材を含む） 

〇 防災機能の強化 

〇 事故防止・防犯対策 など 

教育環境の質的向上を図るもの 

〇 多様な学習内容・学習形態への対応 

〇 学校教育や情報化の進展に対応可能な設備 

〇 省エネルギー化・再生可能エネルギーの活用 

〇 バリアフリー化 

〇 木材の活用 など 

地域コミュニティの拠点形成を図るもの 

〇 防災機能の強化 

〇 バリアフリー化 

〇 地域住民の利用を考慮した教室等の配置の変更 など 

 

 

ただし、下記のような施設は、長寿命化に適していないため、財政状況も含めて対策を

検討します。 

 

  

 劣化が激しく、改修に多額の費用がかかるため、改築した方が経済的な施設  

 改築までの期間が短く、長寿命化改修を行うと費用が高くなる施設 

 コンクリート強度が著しく低い施設（おおむね 13.5N/㎟以下） 

 校地環境又は周辺環境の安全性が欠如している施設 

 学校の適正配置、再編等により改築せざるをえない施設 
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【長寿命化改修のイメージ】 

■ 長寿命化のモデルケースとなる全面的な改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 老朽化対策の新しい改修方法、安心・安全な施設環境＋α 

① 学習内容・学習形態の多様化への対応        ② バリアフリー化  

 

 

 

 

 

 

 

③ トイレ環境の改善                 ④ 防災機能の強化  

  

 

 

 

 

 

 

 ⑤ 地球環境問題への対応               ⑥ 構造躯体の耐久性向上  

 

 

 

 

 

 

  

(改修前) 

(改修後) 

�改修内容 

・給排水、電気、ガス、消防、受変電設備

等の更新 

・外壁塗装に可とう型吹付タイル及び耐候

性塗料の採用 

・可能な範囲での配線配管の露出 

・内装の木質化 

・高効率照明の採用         等 

●教室配置の見直しによる学習しやすい環境づくり 

（廊下の壁を一部撤去し多目的スペースを整備） 

●昇降口にスロープを設置 

●乾式化し衛生的な空間づくり 

（便器の様式化 100％） 

●多目的トイレの整備 

●木材利用による豊かな環境づくり 

（地域材による内装木質化） 

●構造躯体の部分的な欠損に対する改修 

（コンクリートの欠損箇所補修） 
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イ 予防保全の方針 

施設を長く使用するためには、適切な維持管理を行っていくことが重要です。 

これまでは、事後保全で管理を行ってきましたが、今後はより施設を長く使用すること

が可能となる予防保全での管理へ段階的に移行します。しかし、全てを予防保全に移行す

ると、多額の財政負担を要するため、予防保全と事後保全を併用することで、実施可能な

施設管理を行います。 

学校生活への影響や財政負担が大きい「屋上防水」や「外壁」、「空調設備」、「給水設備」、

「消防設備」等は予防保全で、施設の老朽化等の進行への影響が少ない「内装仕上」や「照

明設備」、軽微な修繕等は、事後保全で行います。 

 

 

保 全 

建築してから改築するまでの間、性能・機能を良好な

状態に保つほか、社会・経済的に必要とされる性能・

機能を確保し、保持し続けること。 

保全のための手段として、点検・診断・改修等がある。 

 
事後保全 

老朽化による不具合が生じた後に修繕等を行う、事後

的な保全方法。 

予防保全 

損傷が軽微な早期段階から、機能・性能の保持・回復

を図るために修繕等を行う予防的な保全方法。また、

あらかじめ周期を決めて計画的に修繕等を行う。 
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ウ 目標使用年数、改修周期の設定 

目標使用年数は、学校施設長寿命化計画策定に係る手引き（文部科学省）を参考に 80 年

と設定します。 

改修周期は、大規模改修を 20 年周期、長寿命化改修は築 40 年目を目安とします。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 改築中心から長寿命化への転換イメージ 

出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年 3 月 文部科学省） 
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５. 基本的な方針を踏まえた施設整備の水準 

(1) 改修等の整備水準 

長寿命化改修は、単に新築時の状態に戻すのではなく、「安全面・耐用性」、「機能性・快適

性」、「環境面」を確保するための改修を行います。 

「安全性・耐用性」、「機能性・快適性」の改修は、構造体の長寿命化やライフラインの更新

等により建物の耐久性を高め、維持管理コストの縮減、計画的な改修等により費用の平準化

を図ります。 

「環境面」の改修は、多様な学習形態による活動が可能となる環境の提供等、現代の社会

的な要請に応じるための改修を行います。 

 

表 改修工事の整備内容例 

項 目 整 備 内 容 

安全性・耐用性を確保・維持する

ための改修 

 構造体の長寿命化や内・外装仕

上等の改修、設備の更新や必要な

防災・防犯機能の付加等 

 構造体（クラック、鉄筋補修等） 

 外装（屋上防水、外壁仕上材、浮き補修等） 

 内装（床、壁、天井、間仕切り改修等） 

 非構造部材の耐震対策（照明、音響、棚等） 

 防災機能 

 防犯対策・事故防止対策 

機能性・快適性を確保・維持する

ための改修 

機能性や快適性等、学校生活の

場として必要な環境の確保・維持

や、必要な社会ニーズに応じた機

能付加等 

 学習環境（ICT 化、多目的スペース、少人数指導空間、

木質化等） 

 電気・機械設備（照明、空調、給排水改修等） 

 バリアフリー対応（エレベーター、スロープ、手すり設

置等） 

 トイレ改修（多目的トイレ、洋式化、ドライ化等） 

環境面を確保・維持するための改

修 

断熱や遮音等による環境面の向

上や省エネ化によるコスト削減等 

 断熱性能（壁、開口部等） 

 遮音性能（壁、開口部等） 

 省エネルギー化（LED、太陽光発電等） 

 

建物の外部・内部仕上げ、設備等の劣化や機能の低下を、改修することで改善を図ります。

改修の内容は、建物ごとに築年数や劣化部位の程度が異なることから、改修設計時に行う劣

化詳細調査を踏まえ、外部仕上や内部仕上、電気・機械設備等の部位別に整備レベルを検討

し、市内の学校施設の整備水準の統一性を図ります。 

整備水準を高めるほど整備コストは高くなりますが、建物性能の向上による長寿命化や水

光熱費の縮減、環境負荷の低減等によって安心安全な学校施設整備を図れます。 

本計画においては、整備水準を次の通り高いレベルの整備を目指すこととします。 
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本計画における整備レベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 整備レベルは、今後の学習環境の変化、教育の方針、財政状況など、その状況に応じて検討してい

きます。 

 

図 部位ごとの整備レベル 

※　図に示す仕様は水準であり、実際に適用する際は、個別の状況に応じて改修内容を検討します

衛生
設備

内装の全面撤去・更
新(ドライ化)

多目的トイレ設置

内装の全面撤去・更
新(ドライ化)

床補修
壁・天井塗替え

既存のまま

既存のまま

体育館・教室等
空調設備設置

(冷暖房)

教室等
空調設備設置

(冷暖房)

教室等
空調設備設置

(冷房のみ)

既存のまま

ＬＥＤ照明に交換
(昼光制御センサー付)

ＬＥＤ照明に交換
(センサーなし)

照明器具交換 既存のまま

機械
設備

給水設備改修
雨水・中水利用

災害時飲料用受水槽
設置

給水設備改修
雨水・中水利用

給水設備改修

手すり・スロープ設
置・ＥＶ設置

手すり・スロープ設置 既存のまま

電気
設備

受変電設備交換(容量
増大)

自家発電設備設置

受変電設備交換
(容量増大)

受変電設備交換
(容量不変)

既存のまま

日射抑制措置
(庇等)

既存のまま

鉄部塗装

内部
仕上

内装の全面撤去・更
新(木質化)

内装の全面撤去・更
新(一般型)

床補修
壁・天井塗替え

既存のまま

フッ素系塗料 シリコン系塗料 ウレタン系塗料 アクリル系塗料

サッシ交換
(複層ガラス等)

既存サッシのガラス
交換(複層ガラス等)

既存サッシの日射調
整フイルム貼り

既存のまま

部位

外部
仕上

アスファルト防水
(保護材・断熱材敷設)

シート防水
(保護材・断熱材敷設) シート防水

(保護材敷設)
塗膜

アスファルト防水
(保護材敷設)

高 低整備レベル

屋根・屋上

外壁（塗膜）

外部開口部

その他

内部仕上

受変電設備

照明器具

給水設備

冷暖房設備

トイレ

バリアフリー化
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(2) 維持管理の項目・手法等 

ア 維持管理の必要性 

学校施設は、児童・生徒の学習・生活の場であるとともに、非常災害時の避難所として地

域住民の避難生活の拠点としての役割も担うため、十分な安全性・機能性の維持が求めら

れます。 

学校施設の安全性・機能性を維持するため、教育委員会と学校の教職員がそれぞれの立

場に応じた点検を行い、必要に応じて修繕や改修を行います。 

日常的な点検は学校の教職員等で行い、法定点検は建築基準法等で定められた点検項目

を、専門的な知識を持った有資格者が一定の期間ごとに点検を実施します。 

 

表 維持管理のための点検 

点検分野 項目 内容 

日常維持管理の 

ための点検 

清掃 
 汚れの除去、予防により仕上材を保護し、快適

な環境に保つための作業 

保守 

 点検結果に基づき、建築物等の機能の回復又は

危険の防止のために行う消耗部品の交換、注

油、塗装、その他これらに類する軽微な作業 

日常点検 

 目視、聴音、触接等の簡易な方法により、巡回

しながら日常的に行う点検 

 機器及び設備の異常、兆候の発見 

定期的な維持管理の 

ための点検 

自主点検 
 機器及び設備の破損、腐食状況を把握し、修理・

修繕等の保全計画の作成 

法定点検※ 
 自主点検では確認できない箇所や、法的に定め

られた箇所に関して、専門業者により点検 

臨時的な維持管理の 

ための点検 
臨時点検 

 日常、定期点検以外に行う臨時的な点検 

 建築物等の部分について、損傷、変形、腐食、

異臭、その他の異常の有無を調査し、保守又は

その他の措置が必要か否か判断 
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イ 点検・評価結果の蓄積 

学校施設の予防保全に取り組む上で、建物の定期的な点検により老朽化の状況を把握し、

改修履歴を含めた施設の情報をデータベース化します。データベースは、随時更新してい

くことにより、長寿命化を図るための改修を計画的かつ円滑に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 データベース化のイメージ 

 

 〇　施設管理者からの改善等の要望事項  〇　点検結果をデータベースに適宜反映

施設別棟別
学校施設データベース

建物状態に関するデータの一元管理

 〇　構造、階数、面積、建築年数

 〇　改修履歴

 〇　棟別劣化状況

 〇　健全性評価

 〇　改修等の緊急性

施 設 の 改 修 等 の 要 望 日 常 的 ・ 定 期 的 な 点 検

学 校 施 設 管 理 台 帳 老 朽 化 状 況 の 実 態 調 査 結 果

 〇　配置図、平面図

 〇　建　物：目視調査、写真記録

 〇　電気・機械設備：経過年数

 〇　建物用途（校舎、体育館等）

 〇　構造、階数、面積

 〇　建築年、築年数

 〇　改修履歴
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６. 長寿命化の実施計画 

(1) ライフサイクルコスト 

学校施設を従来型で管理した場合と長寿命化型で管理した場合について、ライフサイクル

コスト（以下、ＬＣＣ※という）を算出します。 

ＬＣＣの算出は、従来型は築 50 年で改築、長寿命化型は築 80 年で改築する場合の今後 40

年間に要するコストについて比較・検討を行います。 

※ＬＣＣとは、建物の建設から維持管理、解体までに要する総コスト。 

 従来型⇒コストは少ないが、使用年数が短い 

 長寿命化型⇒コストは高いが、使用年数が長い 

■工事単価設定 

本市の工事実績を参考に改築単価を設定し、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定

に係る解説書付属エクセルソフト」（以下、「付属エクセルソフト」という）の割合を使用し

て、各改修等単価、試算条件等を設定しました。また、新しい時代の学びを実現する学校施

設、地球環境に配慮した取り組みなど、学校が持つ基本的な性能の他に多様なニーズに対応

する必要があります。そのため環境面向上率を加え、ICT 活用を始めとした最先端の 教育環

境整備、カーボンニュートラルへの対応として「ZEB 化」※を見据えたものとしています。 

※「ZEB 化」の目標は「ZEB Ready」以上とします。 

表 改築単価の設定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

表 試算のための単価設定 

工事種別 

校舎 体育館・武道場 

割合 
設定単価 

（円/㎡） 
 割合 

設定単価 

（円/㎡） 

改 築 100.0% 560,000 100.0% 360,000 

長寿命化改修 60.0% 336,000 60.0% 216,000 

大規模改修 25.0% 140,000 25.0% 90,000 

部
位
修
繕 

屋根・屋上 3.5% 19,600 3.0% 10,800 

外  壁 5.1% 28,560 3.5% 12,600 

内部仕上 5.6% 31,360 5.6% 20,160 

電気設備 4.0% 22,400 4.8% 17,280 

機械設備 3.7% 20,720 1.7% 6,120 

 

校舎 1,940,873 6,536 297 1.25 1.5 560

体育館
武道場

457,170 2,362 194 1.25 1.5 360

※建設工事デフレータより

施設名
H25芦刈観瀾校

工事実績（千円）
延床面積
（㎡）

環境面
向上率

建築当時

の単価

（千円/㎡）

工事費の

上昇率

（学校）

改築単価

（千円/㎡）×

×

×

×

×

× ＝

≒

≒

※
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■試算条件 

 

表 試算条件 

項目 従来型 長寿命化型 

基準年度 令和 6（2024）年度 

期間 40 年間 

改築 50 年 80 年（30 年延命） 

長寿命化改修 － 築 40 年目 

大規模改修 築 20 年目 
築 20 年目 

築 60 年目 

部位修繕 － 
D 評価：3 年以内 

C 評価：5 年以内 

※試算条件は付属エクセルソフトのプログラムで設定されている 

 

 

 

■試算結果 

従来型で維持・更新を行った場合、40 年間で累計 676 億円の費用が発生し、年平均約 17

億円が必要となります。 

一方、長寿命化型では、40 年間で累計 440 億円の費用が発生し、年平均約 11 億円が必要

となり、累計で従来型よりも 236 億円、年平均で約 6 億円の費用を縮減することができます。 

以上のことから、建物を長寿命化することでコストの削減を図ることができます 

 

 

 

表 維持・更新コストの結果比較 

 

※計算上の理由により、10 年間の平均コストの合計と 40 年間の総額は必ずしも一致しない。 

 

 

  

項目

従来型 157 億円 185 億円 101 億円 232 億円 676 億円 17.0 億円/年

長寿命化型 169 億円 49 億円 156 億円 66 億円 440 億円 11.0 億円/年

差　額 12 億円 ▲ 136 億円 55 億円 ▲ 166 億円 ▲ 236 億円 ▲ 6 億円/年

40年間平均
1年目～
10年目

11年目～
20年目

21年目～
30年目

31年目～
40年目

40年間合計
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10 年間 

16.9 億円/年 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

R

2

4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46

（億円）

（年度）

10年間 10年間

18.5億円/年

10年間

10.1億円/年

10年間

23.2億円/年

今後の維持・更新コスト（従来型）

40年間の総額

676億円

15.7億円/年

対象建物

8.2万㎡

54棟

40年間の平均

16.9億円/年

15.4倍

過去の

施設関連経費

1.1億円/年

過去の施設関連経費 改築 大規模改造 その他施設整備費 維持管理費 光熱水費・委託費経常修繕費

0

5

10

15

20

25

30

35

40

27 29 R

元

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45

20年間

総額 219 億円

11 億円/年

30年間

総額 374 億円

13 億円/年

直近10年間

総額 169 億円

17 億円/年

40年間

総額 440 億円

11 億円/年

現在

（単位：億円）

（年度）

（単位：億円）

5.11 倍

：新増築・改築（解体費含む） ：長寿命化改修 ：予防改修

：経常修繕費：その他施設整備費 ：維持管理費

：過去の施設

関連経費 ：光熱水費・委託費等

：部位改修

過去の

施設関連経費

2.2億円/年

40 年間の総額 

440 億円/年 

40 年間の平均 

11 億円/年 

236 億円（年間約 6 億円）の縮減 

※令和 6 年度以降の「その他施設関連費」「維持修繕費」「光熱水費・委託費」は、平成 27 年度～

令和 5 年度の平均額としている。 

図 長寿命化型の維持・更新コスト 

図 従来型の維持・更新コスト 

  17 

10 年間 
4.9 億円/年 

10 年間 
15.6 億円/年 

10 年間 
6.6 億円/年 

長寿命化改修を行うことで 

改築時期を 30 年後に延ばす 
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(2) 実施計画 

長寿命化型を中心とした試算結果を基に実施計画の検討を実施しました。試算結果では、

長寿命化型では直近 10 年間の累計コストは約 169 億円（年 17 億円）が必要となります。 

また、本市の財政状況を踏まえ、優先的な対応が必要な学校施設を考慮し、新増築と長寿

命化型を組み合わせた試算結果では直近 10 年間の累計コストは約 139 億円（年 14 億円）が

必要となります。 

40 年間の総額では「新増築と長寿命化型」の方が 33 億円高くなりますが、当初 10 年間の

コストは 30 億円安価となり、教室不足や必要面積の不足、また敷地不足を早期に解消するた

めにも「新増築と長寿命化型」で 11 年間（R7 ～ R17 年度）の実施計画を設定しました。 

  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

27 29 R

元

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45

20年間

総額 273 億円

14 億円/年

30年間

総額 314 億円

11 億円/年

直近10年間

総額 139 億円

14 億円/年

40年間

総額 473 億円

12 億円/年

現在

（単位：億円）

（年度）

（単位：億円）

5.49 倍

：新増築・改築（解体費含む） ：長寿命化改修 ：予防改修

：経常修繕費：その他施設整備費 ：維持管理費

：過去の施設

関連経費 ：光熱水費・委託費等

：部位改修

過去の

施設関連経費

2.2億円/年

10 年間 
13.9 億円/年 

図 新増築と長寿命化型の維持・更新コスト 

10 年間 

13.4 億円/年 

10 年間 

4.2 億円/年 

10 年間 

15.9 億円/年 

40 年間の総額 

473 億円/年 

40 年間の平均 

12 億円/年 

従来型と比較して 203 億円（年間約 5 億円）の縮減 
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※岩松小学校の校舎は屋根が著しく劣化しているため実施計画とは別に部位改修を行います。 

 

 長寿命化改修の実施 

・桜岡小学校（校舎）は北棟または南棟の長寿命化改修を検討します。 

・晴田小学校（校舎・屋内運動場）は、計画期間中に築 40 年経過し、また全体的に

老朽化が進行しており、特に外壁の損傷度が著しいため、健全度が同程度の学校より

も優先して長寿命化改修を検討します。 

・三日月中学校の校舎は築 40 年経過していますが、屋根及び外壁の健全度は高いた

め、長寿命化改修を検討します。 

 

 改築・増築の実施 

・桜岡小学校（校舎・屋内運動場）は、既設の建物では教育環境に必要な教室不足や

面積不足を解消するため、長寿命化改修に限らず改築・増築などを行うことも視野に

幅広く検討します。設計段階で実施する耐力度調査により、改築若しくは、長寿命化

改修を行うかは最終決定します。 

・三日月中学校（校舎・屋内運動場・武道場）は、既設の建物では教育環境に必要な

面積が不足しているため、長寿命化改修に限らず改築・増築などを行うことも視野に

幅広く検討します。設計段階で実施する耐力度調査により、改築若しくは、長寿命化

改修を行うかは最終決定します。 

・芦刈観瀾校（旧中学校）の校舎及び実習棟は、築 40 年を経過し劣化が著しく、使

用していない教室も多いため、解体し、必要な教室（普通教室及び特別教室、部室）

棟を増築します。 

 

 令和 18 年度以降の実施計画 

・各学校の老朽化状況や今後の児童生徒数の推移、社会情勢などを考慮しながら検討

します。 

建物名 工事内容 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度 R17年度

芦刈観瀾校 増築・解体

桜岡小学校
改築・増築・
長寿命化改修

構想

三日月中学校
改築・増築・
長寿命化改修

構想

晴田小学校 長寿命化改修

表　実施計画

設計・施工

設計・施工

設計・施工

設計・施工
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７. 長寿命化計画の継続的運営方針 

(1) 情報基盤の整備と活用 

学校施設を適切に維持管理するため、施設の状況や改修履歴等をデータとして蓄積し、確

実に情報を更新することが重要です。 

学校施設の情報を把握することで、改修内容や改修時期について総合的に判断します。各

情報データは、施設状況の変化や点検、改修等行われた際に適宜更新します。 

 

必要な情報管理 

○学校施設台帳・・・・・・学校施設の基本情報、大規模改造事業等の履歴 

○学校施設工事履歴・・・・改修・修繕工事の履歴 

○学校資料集データ・・・・学校施設に係る各種詳細情報（財産、仕様、設備等） 

○法定点検報告・・・・・・点検時の指摘事項 

○修繕工事要望・・・・・・各学校からの修繕要望 

○本計画の劣化状況調査結果・・・・施設の劣化状況、相対的な老朽度の評価 

 

 

(2) 推進体制等の整備 

各学校と協力・連携を図りながら、必要な改修等を計画的・効率的・継続的に取り組みま

す。さらに、他の公共施設の個別施設計画や長寿命化計画等との関係や財政状況、改修の検

討に必要な技術的支援等、関係各課と協議・協力しながら推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会

○ 教育ビジョンの検討・策定

○ 学校施設長寿命化計画の策定・見直し

○ 学校施設データベースの整備・更新

○ 改修等の実施担当

○ 学校施設の開放検討

○ 施設利活用の支援

小・中学校

○ 日常的な点検の実施・報告

○ 修繕・改修等の要望

○ 学校施設の開放実施

○ 複合利用の検討

関係各課

○ 各種施設の長寿命化計画策定推進

○ 改修等に関わる技術的支援

○ 予算管理

協力・支援 協議・協力
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(3) フォローアップ 

効率的・効果的な施設整備を進めていくためには、常に施設の現状を的確に把握し、問題

点を検証・改善するとともに、計画の進捗状況や目標達成状況を正確に把握する PDCA サイ

クルを確立し、的確にフォローアップをしていきます。 

また、本計画は計画の進捗状況のフォローアップの結果や社会環境の変化等の状況を踏ま

え、必要に応じ見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Do（実施）
計画に基づく適切な改修や

日常的な維持管理を実施

Check（評価）
整備による効果を検証・評価し，

整備手法等の改善点の課題を整理

Plan（計画）
施設の状況を把握した上で，

それを踏まえた実施計画を策定

Action（改善）
次期計画に必要な改善を反映

PDCA

サイクル


